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要約

実践政策学は何らかの技術を用いて人間と環境の関係性を変容させる方法を明らかとする学問と言える。本稿ではこの

技術のひとつとして臨床心理学のアプローチに焦点を当て、臨床心理学のアプローチによって地域社会という環境と人

間との関係性を変容させる方法を明らかとするために筆者が行った組織支援の事例を紹介した。事例ではこれまで筆者

らが支援を実施したソーシャルヘルスアプローチを中心に臨床心理学のアプローチを組織支援へ活用した際の効果につ

いて検討した。加えて、支援対象を組織から地域社会へと拡張して臨床心理学を支援に活用する効果について考察する

ために、ソーシャルヘルスアプローチを中心に臨床心理学を地域社会支援へ活用した場合に、そのいくつかの特徴につ

いて想定される効果を解釈し、臨床心理学の地域社会支援への活用に関する方法についての可能性を検討した。
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1.  問題と目的

　延藤（2015）は、「実践政策学は、人間・環境・技術（制度）

の三つが基本的に相互連関する「環境親和型社会」を目

標とする」学問であると述べており、何らかの技術によっ

て人間と環境の関係性を変容させる方法を明らかとする

ことも実践政策学の領域に含まれると考えられる。本研

究では、この技術のひとつとして臨床心理学におけるア

プローチに焦点を当て、実践政策学のプラグマティズム

的な観点から、人間と環境の関係性を変容させる可能性

について検討することを目的とする。臨床心理学のアプ

ローチは、言語的なコミュニケーションを主体としてク

ライアントの環境への適応を支援する方法であると言え、

臨床心理学におけるアプローチのエッセンスをより社会

的な枠組みへと拡張することは十分に可能であると考え

られると同時に、臨床心理学の学問体系そのものが言語

的なコミュニケーションを用いてクライアントの支援、

言い換えれば、その行動や認知を変容させることを目的

として発展してきたものであると言え、他の技術に比べ、

より抵抗が少なく円滑に人間と環境との関係を変えるこ

とができるという意味で、臨床心理学の技術は地域社会

支援にも適していると考えられる。例えば、近接領域の

技術として、社会心理学における態度変容などの諸技術

が挙げられるが、こうした技術は現象として個人の態度

が変容する過程を説明したり、明らかとしたりするには

適しているが、望ましい変化を可能な限り容易に引き起

こすために研究が重ねられてきているわけではなく、望

ましい変化を導く実践的な場面においては臨床心理学の

知見がより役立つと考えられる。また、こうした実践を

重視する実践政策学の観点からも、臨床心理学のアプロー

チを地域社会支援に実際に活用可能か研究することは意

義のあることであると言える。

　一般に、臨床心理学におけるアプローチは、精神医学

に連なるさまざまな領域において発展し、かつまた、精

神医学的に支援の必要な個人の心理状態を改善するため

のものと理解されている。一方で近年、こうした臨床心

理学のアプローチや方法論が会社組織でのマネジメント

等へも応用され、その効果が示されている（McKergow, 
2011）。
　実際に筆者はこれまで、こうした臨床心理学的アプロー

チの組織支援への有効性に着目し、産業組織を中心に臨

床心理学のアプローチを取り入れた支援を展開してきた。

そして、実践を通じてその効果を体験することで、より

大きな枠組みである地域社会支援へ活用が可能なのでは

ないかと考えている。本研究では、臨床心理学のアプロー

チの効果を組織支援よりさらに広い枠組みと言える地域

社会支援に拡張し活用する可能性について、これまで筆

者が支援してきた事例を交えながら検討してみたい。

2.  ソーシャルヘルスアプローチの概要

　臨床心理学的アプローチは精神分析学を端緒として多

くの研究者や提唱者によって研究が行われ、その領域は

現在も拡張し続けている。したがって、あらゆる臨床心

理学的なアプローチがすべからく産業組織や地域社会と

いった枠組みにおける支援に有効であるかを網羅的に示

すことは難しいと考えられる。また、現在、筆者らはプ

ラグマティカルな試行錯誤を通じ、より社会的な枠組み

への支援に適した形へアレンジし、新しいアプローチと

して組織支援への活用を始めている。そこで、本研究で

はこれまで筆者が支援してきた組織支援事例を紹介し、

筆者らのアプローチの主要な特徴を地域社会支援へと拡

張した場合の効果を想定しながら、検討を試みたい。

　組織支援を開始する際、さまざまな臨床心理学分野の

アプローチをでき得る限り検討した結果、筆者は短期・

家族療法（Brief Family Therapy）に着目し、その中から 2
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つのアプローチを用いることとした。ひとつは、解決志

向アプローチ（Solution Focused Approach: SFA）と呼ばれ

るアプローチであり、短期・家族療法の一学派であるミ

ルウォーキー派と呼ばれる短期家族療法センター（Brief 
Family Therapy Center: BFTC）のチームが研究してきた治

療技法を中心としたアプローチの体系を指す。SFA が組

織支援に適していると考える理由は、組織や社会といっ

た集団に対してアプローチが可能である点、SFA が含ま

れる「短期」家族療法の名前が示す通り支援を可能な限

り短期にする工夫を重視している点に加え、SFA の提唱

者のひとりである Berg が日本で行ったワークショップの

中で SFA の組織アプローチへの応用について示唆してい

た点、Jackson と McKergow が「ソリューション・フォー

カスの手法は今やアメリカ、カナダ、イギリスをはじめ

広くヨーロッパや日本、シンガポール、オーストラリア

など世界中の多くの企業や組織において、困難な状況で

の変革と進展の拠り所として用いられている。」と SFA の

組織マネジメントへの応用を示唆するなど広くその有効

性が指摘されていた点（Jackson & McKergow, 2007）が挙

げられる。もうひとつは、長谷川（2005）が提唱する対

人相互作用視点からの二重記述モデル（Double Description 
Model: DDM）である。長谷川（2005）は DDM を「問題

に対する例外的行動パターン、すなわち、すでにある解

決を探索する BFTC の解決志向アプローチと、問題に対

する例外が探索されない場合、例外行動を作り上げるべ

くこれまでと異なった問題に対する対処パターンを導入

していくアプローチである」と定義しており、DDM の例

外的行動パターンの探索において前出の SFA が利用され

ていることから、DDM、SFA 両者の親和性は高く、組織

支援に両者を織り交ぜて活用しやすい点、また、SFA 単

独で利用するよりも、DDM の具体的な手続きとして「来

談とこれまでの努力への「ねぎらい」から始め、「ところ

で比較的よい時は、少しでも？」と探ると同時に「どん

な対処をなさってきたのですか」と敬意を込めて、しか

し必要以上の時間はかけないで面接を進める」ことによっ

て、長谷川（2005）が「BFTC モデル単一のアプローチよ

りも問題が立体的につかめ、かつ終結までの時間が短縮

される」と述べていることから、SFA よりもより「短期」

に支援可能な工夫がある点から、DDM も SFA 同様に組織

支援に適していると考えた。

　筆者らは SFA 並びに DDM をさらに「ソーシャルヘル

スアプローチ ®」と呼ぶオリジナルのアプローチと組み合

わせてアレンジし、実際の組織支援を実施している。こ

のソーシャルヘルスアプローチは「ソーシャルヘルス ®」

の考え方に立脚した組織アプローチであり、ソーシャル

ヘルスとは社会の持続的成長を重視した構成概念で「社

会とその社会を構成する個人が、より上位の大きな社会

（上位社会）の期待に応えることで成長し、上位社会に受

け入れられ、持続していくこと」を意味する。ソーシャ

ルヘルスにおいてある社会が持続していくためには、長

期的で持続的な発展や成長が不可欠である。特に、産業

組織の場合、長期的に安定して経済的利益を生み出し続

けることが難しくなれば、持続していくことは極めて困

難となる。この構造は本来、社会が持続していくことが

目的で、利益を得ることはあくまでそのための手段のひ

とつに過ぎないはずであるが、産業組織においては、こ

の手段と目的がいつの間にか逆転し利益を出すことが目

的となってしまう、藤井（2012）の指摘する「目的の転

移」が起こっているケースが散見される。藤井（2012）
は売り手の過剰な営利精神による利益至上主義を「利益

最大化ゲーム」と呼び、「利益最大化ゲーム」に従事す

れば、少なくとも短期的な利益は得られるかもしれない

が、長期的な利益を得続けることができるかどうかが定

かでなくなると述べている。こうした「利益最大化ゲー

ム」からのパラダイムシフトを目指す実践のひとつとし

て、筆者らはソーシャルヘルス並びにソーシャルヘルス

アプローチを提案している。藤井（2012）は、「利益最大

化ゲーム」は結果としてビジネスそのものの目的の転移

を引き起こすため、最終的に失敗すると述べている。そ

れは言い換えれば、環境破壊と同様の論理的構造、つまり、

自然回復可能な程度を超えて一時的に「資源」を求めす

ぎれば、環境は破壊され利用資源の減少どころか、最悪、

資源が完全に枯渇するリスクが高まるという構造を持っ

ていると言える。こうした考え方に加え、人間の個体が

生存していく中で、外的な気温や環境が変化し続けてい

るにもかかわらず、ホメオステイシスによって一定の幅

に保たれ、持続することを日本では「健康」と呼ぶこと

に着目し、筆者らは「ソーシャルヘルス」と呼び、ソーシャ

ルヘルスの考え方に基づいて組織支援を実施している。

　このソーシャルヘルスは、主体となる「社会」、その社

会を構成する「個人」、そして、その「社会」を内包する「上

位社会」の三つの下位概念の三角形のバランスによって

定義される。「上位社会」は顧客であり、行政であり、環

境でもある。時には、「上位社会」に親会社やより上位の

部署など「社会」の一部が含まれることもある。こうし

た「上位社会」は様々なレベルで「社会」に要請をして

おり、これに応える形で「社会」は成長していくが、こ

うした要請を無視したり、要請に応えられなかったりす

ればその「社会」は残念ながら淘汰されると考えられる。

また、「社会」を成長させ、持続させる最良の方法はその

「社会」を構成する「個人」が「上位社会」からの変化し

続ける要請を敏感に受け取り、それに対処する形で実行

される「社会」の行動、つまり、ソーシャルアクション

が重要であり、「個人」と「上位社会」の関係が良好であ

ることも重要である。一方、その「社会」を構成する「個

人」の負担が増え続ければ、「社会」を支え続けることも

難しいため、「社会」と「個人」の関係も良好でなければ

「社会」は存続することは難しい。こうした中で、ソーシャ

ルアクションが「上位社会」そのものの構造が変容し得る、

一般にイノベーションと呼ばれる状況が生起すると考え

られ、こうしたソーシャルアクションによる影響の大き

さをソーシャルインパクトと呼んでいる。

　また、「社会」を構成する「個人」にとっても「社会」

の存続は自らの生活に大きな影響を与え得るものであり、
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組織支援の枠組みにおいても重要な意味を持つ。こうし

たソーシャルヘルスの観点から、これまで説明した SFA
や DDM といった臨床心理学のアプローチを取り入れ、筆

者らは組織支援としてソーシャルヘルスアプローチを実

践してきた。このソーシャルヘルスアプローチは、大き

く分けて 3 つの部分、未来構築（Future building）、目標構

築（Goal building）、解決構築（Solution building）をそれ

ぞれクライアントと協働で構成しながら、クライアント

自身の自律性を促すことによって組織を活性化させてい

くアプローチである。このうち、未来構築では、主に上

位社会へ与えるソーシャルインパクトの観点から組織の

長期的な未来を構築していく。未来構築はソーシャルヘ

ルスアプローチの最も特徴的な部分であり、夢や目標と

いった課題が達成された未来を出発点として、現在を振

り返る点に大きな特徴がある。組織支援で言えば、未来

において組織（＝社会）がどのように上位社会にコミッ

トしているかという未来を構成し、出発点とする。また、

目標構築は組織支援における一般的なアプローチと言え

る、支援の目標を定めることを意味しており、SFA や

DDM の技法などを活用しながら、未来構築で構築したよ

り長期的な組織の未来に近づくために必要な「今・ここ」

でのプロジェクトの目標（Goal）をクライアントと協働

で構築していく。最後に、解決構築では目標構築で構成

した目標を達成するための解決を構築していく。この「解

決構築」は、SFA の最大の特色とも言える概念であり、

クライアントにとっての解決に焦点を当てていくことを

指し、クライアントが抱えるさまざまな問題に焦点をあ

てて介入を行う「問題解決（problem solution）」から「解

決構築」へのパラダイムシフトを SFA では特に重視して

いる。de Shazer は問題に焦点を当てることとその問題を

解決することとは別のものであると考え、解決のために

は必ずしも問題に焦点を当てる必要はないと考えた（de 
Shazer, 1994）。
　以下に、実際にソーシャルヘルスアプローチを用いた

組織支援の事例を紹介しながら、臨床心理学アプローチの

組織支援への活用における効果について可能な限り検討

していきたい。なお、本事例における組織支援に用いた臨

床心理学のアプローチの実践はいずれも筆者が担当した。

3.  産業組織支援事例

3.1  事例概要

　本事例のクライアントは、エンドユーザ向けの通信販

売事業を行っている部門の組織で、組織内のメンバー数

は 13 名、内男性が 9 名、女性が 4 名であった。組織内の

年齢の平均は 30 代であり、組織内メンバーの業務に対

するモチベーションは特に顕著なモチベーションの高低

を示す傾向は見られない概ね平均的な環境であり、筆者

の組織支援についても当初はそれほど関心が高いことを

示すアクションは特に見られなかった。なお、本事例は

2011 年の 4 月から 6 月にかけて全 3 回にわたり支援を実

施した事例である。

3.2  ソーシャルヘルスアプローチの組織支援事例

3.2.1  未来構築

　まず、クライアントのメンバーに対して、組織の今後

について話し合う時間をつくってもらったことに対する

感謝の気持ちを述べた。次に、未来構築として、組織の

長期的な未来について「どのようなミッションが考えら

れるか？」と質問し、その答えをヒアリングした。その

結果を図 1 に示した。

　ヒアリング後、持続的成長という観点と、顧客満足度

につながる「上位社会」に該当するステークホルダーと

の関係性の強化の重要性について非常に素晴らしい未来

であることを強調し、ステークホルダーとの関係強化を

通じた事業の持続的成長を未来として構築した。

3.2.2  目標構築

　ステークホルダーとの関係強化を通じた事業の持続的

成長を達成するためのプロジェクトの目標を設定するた

めに、図 2 の 3 つの Do を示した後、DDM の技法の柱で

図 1：未来構築の結果のまとめ

ステークホルダーとの関係性強化

を通じた事業の持続的成長

持続的成長

通信販売部門の持

続的成長

中期経営計画の売

上目標達成

顧客満足度につながる

ステークホルダーとの関係性強化

多くのお客様に

喜んでもらえる

サービスづくり

より多くのお客様

に商品の魅力を

知ってもらう
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ある「Do more（問題に対する例外的行動パターン、すな

わち、すでにある解決を探索する BFTC の解決志向アプ

ローチ）」と「Do different（問題に対する例外が探索され

ない場合、例外行動を作り上げるべくこれまでと異なっ

た問題に対する対処パターンを導入していくアプロー

チ）」に加えて、ソーシャルヘルスアプローチの技法であ

る「Can Do（Goal を達成可能な形に再構成していくアプ

ローチ）」について下記のように説明を行った。

　「Do more とは最小限で「できる」を探すキーワードです。

　すでにうまくいっているところ「だけ」を探す。うま

くいっているからこそ、リスクを少なく「できる！」の

です。」

　「Do different とは、違う角度から「できる」を探すキー

ワードです。できないところを無理にやろうとしない！

できそうなところ「だけ」に焦点を絞るから「できる！」

のです。」

　「Can Do とは、「できる！」に焦点化していくことで「エ

コ」を実現！するためのキーワードです。「できない！」

ことには焦点化しないことでエコに目標を達成できま

す。」

　また、私たちが「Can Do」と呼んでいるアプローチの

重要性について、下記のように説明した。

　「なぜ「Can Do」にこだわるのか：私たちが徹底的に「で

きる！」にこだわるのは、成果を出すためには、できな

いことを延々と議論するよりも、「もうできている」、あ

るいは「ちょっと工夫をすればできそうである」、といっ

た「成功の種」を徹底的に吟味し、選別し、育ちそうな

種にだけ肥料や水を与えることによって、できる限りリ

スクを回避し、「Goal」実現の「可能性」を大きく育てる

ことが必要だと考えているためです。」

　こうした説明の後、クライアントのメンバーそれぞれ

に「今・ここであなたの組織にもっとできると思うこと

はどのようなことでしょうか？」と問いかけると同時に、

「もし、もっとできると思うことが見当たらない場合は、

今・ここであなたの組織でやり方を変えれば実現できる

と思うことはどのようなことでしょうか？」という表現

でヒアリングを実施した。その結果を図 3 に示した。

　ヒアリングの後、クライアントのメンバーに対して多

くの忌憚のない意見を教えてもらったことに感謝の気持

ちを述べ、次に筆者がヒアリングの結果を共通する意見

毎に並び替え、図 3 のように①から④までの 4 つに分類し、

それぞれに共通する内容にまとめた。

　図 3 の内容を「ステークホルダーとの関係強化を通じ

た事業の持続的成長」という「未来」に紐づけながら図 4
のように整理し、「目標」を 3 つ構成した。

図 2：3 つの Do

図 3：目標構築時のヒアリング結果のまとめ

まず「考える」。

いろいろな事態に備えてその対応を準備する。

物理的な時間や考える材料を増やすために
ルーチンワークを合理化する、整理する、共有する。

やるべきことを絞る。
たくさんのことをやらない。

百聞は一見に如かず。自分で実際にやってみる。

とにかくTry and Error を繰り返す。

的を絞って施策を実施する。

各自が主体的に行動する。

他部門との連携を強化する。

よく相談する。

知識を集める。
改善していく。

方針や戦略という「言葉」ではなく、
実のある「決定」したものをつくっていく。

ターゲティング→ポジショニング→施策を絞る
→効果検証→実施をきちんと繰り返す。

単価を上げる。

諦めないで自社商品の魅力を訴えかける。

先入観を排除する。

無知を恥じないでとにかくチャレンジする。

反対されても、とにかくなんでもやってみる。

②「行動・施策の絞り込み」を重視。

①「行動」や「実行」を期待。

③メンバー間の協働を促進。 ④自社商品の価値を高める。
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3.2.3  解決構築

　ここまでクライアントと協働しながら構成してきた「未

来」を達成するための「目標」それぞれの解決について、

得られた情報を整理し、実現可能な解決についてクライ

アントと相談しながら、下記のような提案を実施した。

• 目標 1：組織内のメンバーや他のステークホルダーと

の連携を強化するための解決策として、組織内外のコ

ミュニケーションを意識する。

• 目標 2：必要な施策を絞り込み、効率よく行動・実行

するための解決策として、PDCA サイクル（正式名称

は plan-do-check-act cycle、事業活動における生産管理

や品質管理などの管理業務を円滑に進める手法の一つ

で、計画→実行→評価→改善の 4 段階を繰り返すこと

によって、業務を継続的に改善していく方法を指す）

を意識しながら、実行すべき業務について検討する。

• 目標 3：顧客価値を高めるための解決策として、顧客

エンゲージメント（自分事化とも呼ばれる、商品開発

から販売まで、ユーザーを巻き込んだ形で、消費者・

生産者が一体となって商品生産、ブランド構築・販売

を行うという新しい経営戦略の考え方を指す）を意識

しながら、お客様によりご満足いただけるサービスを

開発していく。

　提案後、前述の解決を意識しながらクライアントに業

務を進めてもらう過程で、クライアントの行動にいくつ

かの変化が見られるようになったため、筆者はここまで

の目標について解決したと判断し、支援を一区切りとし

た。

3.2.4  結果のまとめ

　未来構築から解決構築までの支援の後、クライアント

の行動に下記のような社会的行動（ソーシャルアクショ

ン）が見られるようになるという変化が生じた。

目標 1：組織内のメンバーや他のステークホルダーとの連

携を強化する、に対して生起したソーシャルアクション

• メンバー同士や筆者も交えた相談の時間が増えた。

• 日常場面での会話の中に軽い相談をし合うことがよく

見られるようになった。

• メンバー間だけではなく、ステークホルダーとも積極

的に関与する行動が増えた。

　こうした行動や時間の増加によって、組織内のメンバー

間やステークホルダーとの関係性は良好に変化し、連携

を強化するという目標は一程度達成された。

目標 2：必要な施策を絞り込み、効率よく行動・実行する、

に対して生起したソーシャルアクション

• 施策に関する細かい言及が増えた。

• PDCA サイクルへの意識の高まりとともに、施策につ

いての効果検証を積極的に実施し始めた。

　施策について考えていることを細かくコミュニケー

ションしあうだけではなく、実施した施策の効果検証を

実施し、その結果を受けて次の施策を検討するというス

タイルが定着したことから、必要な施策の効率的な実施

という目標は一程度達成された。

目標 3：顧客価値を高める、に対して生起したソーシャル

アクション

• お客様を招いたイベントを実施する際、お客様の声を

アンケートのような形式で集めることが増えた。

• どのようなお客様が現在購買をしていただいているの

か関心が高まり、お客様の分析を熱心に行うようになっ

た。

図 4：目標構築の結果のまとめ

顧客価値を高める。

ステークホルダーとの関係性強化
を通じた事業の持続的成長

②「行動・施策の絞り込み」を重視。

④自社商品の価値を高める。

未来

③メンバー間の協働を促進。
①「行動」や「実行」を期待。

組織内のメンバーや
他のステークホルダー
との連携を強化する。

必要な施策を絞り込み、
効率よく行動・実行する。

目標２

目標１

目標３
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　常にお客様の声を意識する等、顧客価値を具体的に高

めようとする積極的な行動が増加したことから、顧客価

値を高めるという目標は一程度達成された。

　ソーシャルヘルスアプローチによって生じた直接的な

効果：前述の具体的な行動の変容に加えて、筆者が感じ

た点として、組織内の雰囲気が良い方向に変化し始め、

クライアントのメンバー同士が自然と今自分が抱えてい

る課題について相談しあったりするなど、周囲のメンバー

への支援的な雰囲気が感じられるようになった。こうし

た観察においては、筆者らは定期的にクライアント先を

訪問し、クライアントとコミュニケーションを実施して

おり、その際に自然と耳に入ってくるクライアント同士

の会話やクライアントとコミュニケーションを図る際に、

以前と変わった点や気になる点などをヒアリングした結

果である。こうした変化が特に筆者がいる場面でのみの

場面特異的な変化ではないことを確認するため、クライ

アントとのコミュニケーションの際に気づいた点をヒア

リングした結果、筆者と同様の意見が、クライアントの

課長や係長からも述べられ、こうした変化が筆者らの不

在の際にも見られることが確認された。これらの諸点か

ら、構築された未来や目標を達成しようとする行動が増

加するとともに、メンバーの業務に対するモチベーショ

ンの明らかな向上も見られた。

3.2.5  その後のフォローアップ

　ソーシャルヘルスアプローチによって生じた間接的な

効果：その後、2016 年現在まで筆者らは継続的に本事例

のクライアントを支援している。「持続的成長」という観

点からは、この事例時から 5 年でクライアント単体の通

信販売による市場規模は約 2 倍弱にまで拡大し、ソーシャ

ルヘルスアプローチの目的のひとつである（対象）社会

の持続可能性の支援という観点からは及第点の支援がで

きたと考えている。ソーシャルヘルスアプローチによる

支援を実行した組織において、「売上」や「利益」といっ

た従来の経済学的な指標から見ても持続的成長が達成で

きている点も、ソーシャルヘルスアプローチの間接的な

効果として筆者が着目している点である。筆者らが組織

支援を行う際、経営層を含むマネジメントを担う人たち

にとって「大切なのは利益よりも持続的成長です」とい

う説明は理解されにくいことも多いが、ソーシャルヘル

スアプローチでは必ずしも利益を追求する姿勢を否定し

ているわけではない。これは、社会の持続的成長、特に

産業組織の場合その組織を持続させるためには組織を構

成する個人に働き続けてもらわなければならないのであ

り、そのためにも個人に還元すべき利益は必要であると

言える。その一方で、藤井（2012）が指摘するように「利

益最大化ゲーム」に陥ってしまうことによって、社会の

持続可能性そのものが損なわれた結果、その社会に所属

する個人に大きな影響を与えることも十分に想定される

ことであり、筆者らは利益の最大化を追求しないことと

生産性を高めることは矛盾しないと考えている。こうし

た社会の持続可能性を測定する指標としては、従来の利

益や生産性といった構成概念でも不十分であろう。今後、

集団や組織といった社会の評価指標について、ソーシャ

ルヘルスの観点から説明可能かどうかさらに実証的な検

討が必要と考えられるものの、臨床心理学のアプローチ

を活用したソーシャルヘルスアプローチは組織支援にお

いて十分に活用可能で有効な支援が可能であると考えら

れる。

4.  ソーシャルヘルスアプローチによる地域社会支援へ

　ここまで臨床心理学のアプローチを活用したソーシャ

ルヘルスアプローチによる組織支援事例を紹介しながら、

その有効性を確認した。本研究の目的は、こうした支援

対象を地域社会へ拡張して活用することである。そこで

次にこれまで紹介したソーシャルヘルスアプローチをど

のように地域社会支援へと活用していくかを実際に想定

しながら検討していきたい。

4.1  想定概要

　ソーシャルヘルスアプローチを地域社会へ活用するこ

とを目的として、過疎化が進む関東に実在する一都市 A
市における過疎対策の地域社会支援を想定した。A 市は

人口約 10 万人、世帯数約 3 万世帯で中規模の地域社会と

言えるが、15 年前に 95 % 台であった人口増減率は現在

93％台と過疎化が進んでおり、今後の地域社会の活性化

が大きな課題となっている。

4.2  ソーシャルヘルスアプローチの地域社会支援想定

　支援対象として、地域社会のインフラのひとつと言え

る地域の公共交通機関との連携に焦点を当て、A 市に本

社を置く実在の公共交通機関 B 社を想定した。これは、

過疎化が交通とも密接に結び付いた社会問題であり、現

在地域の公共交通機関は過疎化によって非常に厳しい経

営環境におかれているケースが多くみられることから、

地域社会の活性化によってインフラ自体も活性化が見込

めるという直線的な関係を持つという観点から支援対象

として適当と考え、想定することとした。実際、B 社も

1970 年台には約 150 万人の年間利用者あったが、現在は

50 万人程度まで利用者が減少しており、鉄道事業の経営

は非常に厳しい状況にある。

4.3  未来構築

　B 社に勤務する全従業員約 30 名のうち、利用者サービ

ス等の企画担当者を中心とする 6 名を対象として、地域

社会の活性化、特に過疎化の問題について、どのような

解決された未来が想定できるかについて話し合いを行っ

た。理想的な未来として、①子どもたちが増える、②人

口が増える、③家族連れが増える、④様々なサービスが

充実する、⑤他の地域から多くの移住者が来る、⑥他の

地域から多くの観光客が訪れる、⑦豊かな自然が注目さ

れる、⑧風光明媚な観光資源が注目される、⑨公共交通

機関の利用者が増える、といった意見が述べられた。
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　こうした意見に対して、まずどれも素晴らしい未来で

あることを強調した上で、より公共交通機関が現在直面

している問題に関連が深い、④、⑥、⑦、⑧、⑨に着目

して、「④サービスや⑦自然、⑧観光資源を活用しながら、

⑥観光客に、⑨公共交通機関を多く利用してもらう」と

いう未来を構築した。

　ここで挙げられている、①、②、③、⑤は、ここでの

未来が達成された場合、地域の雇用も活性化することが

予想され、地域社会全体が活性化していく中で達成され

るべきより長期的な未来として間接的に未来を構築して

いる。

4.4  目標構築

　 図 2 の 3 つ の Do を 示 し た 後、「Do more」、「Do 
different」、「Can Do」のそれぞれの説明を実施した。そして、

「今・ここでもうできていて、すでにうまくいっているこ

と」がないか尋ね、「今・ここでできそうなことで、少し

工夫をすればうまくいきそうなことは何か？」を尋ねた。

　その結果、①夏休みや正月休みなど特定のシーズンは

ある程度観光客で賑わっている、②地元の特産品を生か

した工場見学や直販所は比較的賑わっている、③賑わっ

ている日はそれなりに公共交通機関の利用者も多い、と

いった意見が述べられた。

　こうした意見をまとめていく中で、「サービスや自然、

観光資源を活用しながら、観光客に、公共交通機関を多

く利用してもらう」未来について、子どもたちの長期休

暇の期間など、現在でも比較的うまくいっている部分が

あることが明らかとなった。まずは、こうしたうまくいっ

ている部分を Do more する形で、「観光客に、公共交通機

関をより利用してもらえる、サービスや自然、観光資源

とのコラボレーションの促進」という目標を構築した。

4.5  解決構築

　未来を達成するための目標の解決について、公共交通

機関を利用してもらえるサービスや資源とのコラボレー

ションという観点から、どのような解決が考えられるか

を協働しながら検討を進めた。

　結果、地方の公共交通機関の特徴と言える、時刻表の

次の電車やバスが来るまでの時間の長さを飽きずに逆に

活用してもらえるよう、駅や停留所毎に体験できる観光

名所や特産品を生かした B 級グルメなどの紹介を実施し

たり、公共交通機関の関連施設でしか購入できない地域

の特産品を使ったオリジナル商品を販売したりすること

で、公共交通機関を意識的に利用してもらえる導線を作

ると同時に、観光客に地域社会の魅力を知ってもらい、

SNS や web などで紹介してもらえる口コミ型のマーケ

ティングによって、次の未来である「この素敵な地域に

住んでみたい」と思ってもらえる工夫を開始してはどう

か、というアイディアが提案された。その他にも、平日

の昼間に公共交通機関を利用してもらえる高齢層や学生

層に訴求できるイベントの開催や、駅に近い施設との協

働、行政との協力など幅広い意見が述べられたため、そ

れぞれのアイディアはどれも素晴らしいが、一度にたく

さんの行動をするのは大変であるので、ひとつずつ効果

を見ながらアレンジしていってはどうかと提案し、ひと

まず、駅ごとに整理された見どころや魅力を PR 可能なパ

ンフレットを作成し、地域社会の魅力を PR しながら利用

を促進する導線づくりを解決として構築した。

4.6  想定される結果と効果

　藤井（2012）は、現代日本にプラグマティズムが必要

であるという観点から、「プラグマティズム転換」という

フレームワークを提唱し「目的の転移からの脱却」ある

いは「より上位の目的を含めた目的と手段の連環の組み

換え」に言及している。これは、JacksonとMcKergow（2007）
が SFA について「このアプローチでは、原因の究明とい

う徒労に終わることの多い過程を経ずに、直通ルートで

問題の解決（ソリューション）を目指す。」と言及してい

る「直通ルート」の構築と同様の「効果」を目指すもの

であると筆者は考えている。組織支援においても、また、

本研究で拡張したいと考えている地域社会支援において

も、利用できるあらゆる資源は有限であり、十分ではな

いことが多いと推測される。その上、理想とする「未来」

と「いま・ここ」の現実とのギャップが大き過ぎること

でどうすればよいかわからないために具体的な行動に移

せない、あるいは、なんとかしなければならないという

変化の重要性は認識されながらも先送りされるといった

ケースも想定される。このような中で、社会の限られた

資源を最大限に活用していくためには、できる限り支援

の期間は短いことが望ましいと言えるし、社会の自律性

や多様性を尊重しながら目指す「未来」を実現するのに

役立つ「今・ここ」での解決を模索していくことが効果

的であると考えられる。ソーシャルヘルスアプローチは、

こうした理想的な「未来」を実現させるための「目標」

を設定した上で、「今・ここ」で実現可能な「解決」を構

築していく。この意味で「Can Do」というできることか

ら始めるソーシャルヘルスアプローチの特徴はプラグマ

ティズムという意味でも、その先にある「未来」に向かっ

て解決を構築するという意味でも効果的であると考えら

れる。こうした意味でまず挙げられる想定される効果は、

現状をよりよくするために「できること」が複数見つか

るだろう、という効果と言える。具体的な行動に移せな

かったり、先送りされたりしているケースにおいて、で

きることから行動し始めると、連鎖的にできることが増

えていく可能性が高いと考えられるし、行動をしていく

中で「ああ、できそうだな」とか「やればできるな」と

いう意識が芽生え始める。「過疎化」という大きな問題に

おいて自分にできることはないかもしれないという意識

から「ああ、できそうだな」あるいは「やればできるな」

という「意識の変化」、これこそが、臨床心理学が得意と

する支援の形のひとつであり、地域社会支援にも十分に

活用可能だと考えられる理由と言える。

　また、想定の中でネガティブな項目がない、という特

徴についても、ソーシャルヘルスアプローチにおいて
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は非常に重要な効果と言える。SFA の提唱者である de 
Shazer（1994）は、「problem talk」と「solution talk」とい

う概念を定義し、問題について考えると気分はどんどん

落ち込んでいくが、解決について考えると気分はどんど

ん心地良いものになると述べ、その気分はクライアント

からセラピストにも伝わる、と述べている。この定義は

以下の 2 点において本研究の中で重要な意味を持つ。ひ

とつは、気分が周囲にコミュニケーションとして伝達さ

れる点にある。solution talk を行うことで、発話者を取り

巻く個人や社会などの環境に相互作用的にポジティブな

影響を与え得る。このポジティブな影響こそ、本研究の

目的である地域社会支援において、その地域社会を構成

する個人間の協働の枠組みを促進し、荒川ら（2015）が

指摘するような「地域資源を活かした村おこし」を成し

遂げるための、重要な資源となり得る。もうひとつは、

支援対象がその地域に居住している住民＝解決の当事者

である場合が多いことが推測される地域社会支援におい

て、「解決構築」に焦点化することで、より広い視野で、

あるいはより新しい観点から解決の選択肢を拡張する資

源となり得る。このように、「今・ここ」にある資源をで

きる限り目に見える形で集めながら、その資源を活用し

た支援を実行していくことは、そこに住む人々が継続的

にその発展を自律的に継続することを目指す地域社会支

援において有効であると考えられる。

　そして、地域社会支援をより効果的に進めるためには、

住民の方々との協働はもちろん、さまざまな所管官庁や

地域の行政機関との連携も不可欠であると推測される。

本想定においても、当初は B 社の担当者を中心に 6 名で

話し合っている過程の中で、関係する行政の担当者や、

地域住民の代表者、地元の支援者や支援企業の担当者な

ど、地域社会の支援を続けていく限りその人数も増えて

いくことが予想される。こうした支援の過程における変

化に対して、ソーシャルヘルスアプローチでは、あえて

ステークホルダーをまとめて「上位社会」と定義してお

り、対立構造になりがちな住民（個人）と行政（上位社会）

との間に社会を含めた三角形で検討することで、その構

造を二項対立的な構造から解放し、三角関係としてリバ

ランスをはかることができる。したがって、支援の過程

で何らかの変化があった場合にも、ソーシャルヘルスア

プローチは柔軟に地域社会支援に活用が可能であると考

えられる。その社会が持続しさらに発展していくために

は、その社会の構成員である個人とステークホルダーで

ある上位社会の関係を良好にした上で、構成員である個

人にとってだけではなく上位社会にとっても「必要な存

在」として双方に貢献していく必要がある。こうした観

点から特定の利益や営利ではなく社会そのものの持続可

能性に焦点を当てたソーシャルヘルスアプローチは、地

域社会支援においても効果的であると考えられる。

　上記の諸点を考慮すれば、想定される結果は大いに未

来を達成可能であると考えられる。ここでは、まず観光

客と既存のサービスや自然、観光資源を上位社会ととら

え、後者の魅力を前者に伝える形で、社会である公共交

通機関の利用を促進しながら、過疎化に対する「今・ここ」

での可能な解決を構築したことで、「観光客に、公共交通

機関をより利用してもらえる、サービスや自然、観光資

源とのコラボレーションの促進」という目標を解決する

ことができるだろうという直接的な効果に加えて、その

延長線上にある地域の魅力を拡散し、移住を促す、とい

う次の未来へ向けた、間接的な効果を生み出すための準

備が少しずつ整い始めると予想される。こうした流れに

行政や住民の方々の協力を得ることができれば、過疎化

という大きな問題もおそらく解決することが可能なので

はないかと想定される。この意味でも、ソーシャルヘル

スアプローチは地域社会支援に活用可能であると考えら

れる。

5.  考察

　ここまで、筆者の組織支援事例を紹介しながら、臨床

心理学のアプローチの地域社会支援への活用についてそ

の有効性を検討してきた。また、想定される地域社会支

援についてソーシャルヘルスアプローチを用いてその諸

特徴について検討を加えた。その結果、支援対象に本来

備わっているパワーとアクティビティをどのようにクラ

イアント自身が自律的に気づき、活用することができる

のかを援助するという形で臨床心理学のアプローチを地

域社会支援に活用することは十分に可能であると考えら

れる。筆者らが大切にしていきたいと考えている臨床心

理学の考え方のひとつに、クライアントが専門家である、

という考え方がある。組織支援にせよ、地域社会支援に

せよ、筆者らよりもそこで直面する課題や問題に精通し

ている当事者の方々やその課題や問題の表層からだけで

は感じ取れない日常生活の一部としての深い部分にある

生活者の方々の洞察こそ、解決の資源として最大限に活

用されるべきであり、その延長線上には、多様な専門家

による多様な地域社会支援の在り方が見えてくる。例え

ば、法令的な制限や課題といった内容は上位社会と言え

る行政の協力や法律や各分野の専門家の助言なしに進め

ることは難しい。一方でまた、専門家任せになってしま

う地域社会支援も行き詰まってしまうケースが多いよう

に思われる。こうした中で、当事者としての意識をより

喚起させたい、あるいは、専門家が専門的な知見を活か

せるよう、できる限り関係するステークホルダーとのコ

ミュニケーションを円滑に行いたい、こうした真面目に

課題と向き合っているからこそ出てくる、かつ、心理学

が支援可能と思われる諸課題において、言語的なコミュ

ニケーションを中心とした臨床心理学の諸技法が課題に

直面している当事者や、その解決を手助けしているあら

ゆる専門家にとって解決を促すための協働のきっかけを

提供する一助となればと願っている。

　一方で、こうした試みに対する実証的な研究は未だ十

分であるとは言えない。今後は、地域社会支援への活用

の効果についてのより客観的な評価指標の検討を含め、

実証研究を進めていく必要があると言える。また、こう

した実証研究の成果についても、プラグマティズムに基
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づくより効果的な実践によって活用され、さらに磨かれ

ていくべきであると考えられる。
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Abstract
An interesting question is whether policy and practical studies 
can clarify the various uses of techniques to change the qual-
ity of relationship between people and their environment. This 
study focuses on such techniques, using an approach based 
in clinical psychology. A case where the author used support 
organizations is introduced to help clarify these techniques for 
changing the relationships between people and their social en-
vironment. Regarding this case, we consider the effects (until 
now) of support structures when using an approach based in 
clinical psychology and centered on social health. In addition, 
for the purpose of extending the support giver from the orga-
nization to the social community, the use of a social health ap-
proach centered on clinical psychology towards social support 
networks was examined. Some effects related to these character-
istics were assumed and then interpreted. Further, the possibility 
of using methods related to the use of clinical psychology in 
community support networks was investigated.
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